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研究成果の概要（和文）：2010年代から2020年代に入り大国間の戦略的競争が激化する中でも、ASEAN諸国は従
来のバランス外交を維持している。また日本もこの時代、ルールベースの国際秩序をプロモーターとしての役割
を強調する外交を展開した。すなわち、日本もASEAN諸国も、単なる大国・地域大国のフォロアーではなく、秩
序のあり方地域秩序の変容の中で主体的なアクターとしての働きかけを行う姿勢を見せた。それらの動きが地域
秩序のあり方を決定づけていると考えられる。また、ASEAN諸国内で「民主主義の後退」と言われる現象が見ら
れたが、それは大国の働きかけよりもむしろ国内政治の文脈という内発的な動きと捉えるべきである。

研究成果の概要（英文）：Even as strategic competition among major powers intensified in the 2010s 
and 2020s, ASEAN countries maintained their traditional balanced diplomacy. Japan also developed 
diplomacy during this period that emphasized its role as a promoter of a rules-based international 
order. In other words, both Japan and the ASEAN countries showed a posture of working as proactive 
actors in the transformation of the state of order and regional order, rather than as mere followers
 of the major powers and regional powers. It is believed that these developments are determining the
 nature of regional order. In addition, the phenomenon known as " the retreat of democracy" within 
the ASEAN countries was observed, but it should be seen as an internal movement, in the context of 
domestic politics, rather than the efforts of the major powers.

研究分野： 国際政治学
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洋
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令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
2010年代以降のASEAN諸国や日本の外交や国内政治、東アジアにおけるこれらの国々の経済アクターの動向に焦
点を当て、大国の政府アクターの意思や決定のみで、地域秩序のあり方は決定づけられないこと、むしろミドル
パワーや小国の政府および経済に関わる非政府アクターがどのように主体的に動くか、も地域秩序のあり方を大
きく規定すること、よって「ミドルパワーや小国は大国の単なるフォロアーではないこと、政府アクターのみな
らず非政府アクターの動向を併せて考察する必要があること、などについて、いくつかの事例を得て、暫定的な
結論に達したことが大きな成果である。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
本研究を開始した当時、東アジア国際秩序の変容についての様々な議論が散発的に見られる

ようになっていたが、それらは米中といった大国の動向や行動、および米中関係のみに焦点を当
てる傾向が強かった。また英語圏（特にアメリカ）において中国脅威論的な見方を強める中で、
ますます米中間対立によって地域の動向を説明する度合いは強まっていた。しかしそうした見
方は、米中以外の ASEAN 諸国や日本の役割の重要性を軽視する傾向があること、それでは東ア
ジア国際秩序の変容の実態を十分に把握することは出来ないと考えた。他方、小国外交について
の研究は、例えば Archer, Bailes and Wivel eds., Small States an International Security (2014)や
Jesse and Dreyer, Small States in the International System (2016)などが発表され、注目を集めつ
つあったが、欧州など他の地域の諸国を対象とした研究に比べ、アジア諸国を対象とした小国外
交研究は手薄であった。本研究はそうした傾向に対し、あえて ASEAN 諸国の役割に特に重視し
つつ、地域大国として限られたリソースのもとで新たな外交的活路を模索しようとする日本の
役割についても明らかにしようとした。また、2010 年代からの東アジア秩序の急速な変化につ
いて包括的把握に関する研究は途上にあり、本研究の成果はそうした試みの先鞭の役割を果た
すことが期待出来ると考えた。 
 
２．研究の目的 
本研究は、2010 年代に入り顕在化した東アジア地域秩序の再編と、それに伴う地域統合の進展

において、ASEAN 諸国を中心とする小国がどのような役割を果たしたか、を明らかにしようとす
るものである。2010 年代以降、東アジア地域秩序再編と地域統合の進展は（１）中国の台頭と
その対外政策の活発化に伴うパワーバランスの変化、および（２）グローバル化の一層の進展の
東アジアへの影響という二つの要因によって加速してきた。東アジア秩序再編や統合過程は、米
中といった大国間関係を説明変数として論じられることが多いが、本研究はむしろ、こうした大
国からの働きかけや国際社会のグローバルレベルでの変化に対し、ASEAN 諸国および日本がどの
ように対応したかが、この地域の秩序再編と統合のあり方に大きな影響を与えてきたという仮
説に立つ。そして ASEAN 諸国の小国外交および日本の地域大国としての外交がこの秩序再編と
統合過程にどう関与したかについても明らかにする。 
さらにこの研究は、リベラル国際秩序の後退と東アジアの地域秩序変容がどのように関連し

ているかについても明らかにする。東アジアにおいても力による現状変更、米中経済競争に見ら
れる経済的リベラリズムの後退、一部の ASEAN 諸国内での民主主義や人権保護に関する揺り戻
しが起こっている。本研究は、ASEAN 諸国内の国内政治も視野に入れることで、地域秩序変容の
内発的側面にも着目しつつ、東アジア地域秩序変容の実態把握をも目指す。 
 
３．研究の方法 
この研究プロジェクトは、（１）ASEAN 諸国、日本などにおける聞き取り調査（各国の政府及
び非政府アクターへのインタビューを行う）（２）各メンバーによる関係各国内の文書館、資料
館等における一次資料、二次資料の収集と分析（３）定期的な研究会による論理的・実証的課
題の検討、外部の研究者の招聘による知見の共有、およびそれに基づく聞き取り調査や資料収
集の方向性の確定、といった三つの柱で進められた。ただ、（１）については、新型コロナウィ
ルスの感染拡大による海外渡航の禁止及び禁止が解かれた後も様々な制限が課せられたことに
より、研究計画通りに遂行することが困難となった。これは、本研究の繰り越し・延長に繋が
った。（２）についても、特に 2020 年度から 2021 年度途中までは、国内における移動や調査も
困難が伴い、これも本研究の繰り越し・延長せざるを得ない理由となった。よって本研究は特
に（３）の定期的な研究会を、オンラインも活用しながら継続しつつ、メンバー個別の作業を
進める、という形を取った。 
こうした状況に見舞われつつ、本研究は、研究代表者が主導して、これらのメンバーによる研

究結果を取りまとめながら、2010 年代後半以降の東アジア地域秩序再編と統合について、全員
で研究会等を通じて理論的実証的な検証をしつつ、包括的な全体像を描き出すことに努めた。 
研究メンバーはそれぞれの専門の観点から 2010 年代後半以降の東アジア地域秩序変容の実態

把握に資する研究を進めた。 
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大庭三枝 研究総括、東アジア地域秩序再編と統合の理論的検討、日本と東アジ

ア地域秩序の再編および統合 
清水一史 東アジアにおける地域経済統合の実態と秩序再編 
本名純 インドネシアと東アジア地域秩序再編および統合 
川島真 中国と東アジア地域秩序再編および統合 
青木まき タイおよびメコン諸国と東アジア地域秩序再編および統合 
鈴木早苗 マレーシアと東アジア地域秩序再編および統合、ASEAN の役割 
高木祐輔 フィリピンと東アジア地域秩序再編および統合 



４．研究成果 
 本研究は、以下のことを明らかにすることを目指していた。 

① 中国、日本、ASEAN 諸国の政府アクターの望ましい新たな東アジア地域秩序像はそれ
ぞれ多様であること。その多様な認識とそれによる各国の実際の行動が交差する中で、
新たな東アジア地域秩序が現出しつつあること。 

② アメリカ、中国といった大国、および日本という地域大国の安全保障・経済両面の政
策や東アジアへの関与に対しての ASEAN 諸国の政府アクター、非政府アクターの対応
はそれぞれ多様であるが、全体として ASEAN は単なる大国・地域大国のフォロアーで
はなく、地域秩序の変容の中で主体的なアクターとしての働きかけを行う姿勢を見せ
ていること。またその地域秩序変容への影響は無視できないこと。 

③ 日中 ASEAN 諸国の政府アクターによって進められる様々な政策と、東アジアを中心に
見られる経済的相互依存、GVC の展開といった非政府アクター主導の地域経済統合を
はじめとする経済的実態との関連とずれを明らかにすること。それにより、経済決定
論によって地域情勢を把握することの単純さを明確にするとともに、経済と国際政治、
国際秩序、地域秩序との関連についての洞察を行うこと。 
 

 前述した新型コロナウィルス感染拡大による海外渡航の禁止・制限により、海外における現地
調査や聞き取り調査が予定通り行えなかったことで、研究活動の遅延を余儀なくされ、繰り越し
制度を活用することで 4 年間この研究に従事した。そして予定よりはかなり縮減されたものの、
海外における調査も行い、またメンバー個別の資料収集を含めた研究活動も 一定程度進める
ことができた。 
その結果、明らかにしようとしていた仮説に関し、以下のような考察を得た。 
○まず、この研究を推進する過程において急速に「インド太平洋」という地域概念が東アジア

諸国において一般化した。中国は未だ好んで使わないが、それでも ASEAN が提示する包含的なイ
ンド太平洋概念は受け入れつつある。「インド太平洋」概念のあまりにも強い政治性には十分に
注意を払う必要はあるが、「東アジア秩序像」を探る、というアプローチ自体の見直しが必須で
あり、「インド太平洋」という地域設定をした上での秩序像を今後考えていくべきという結論に
至った。 
○ちょうど研究期間に新型コロナウィルス感染拡大による各国の分断状況、さらにはミャン

マーのクーデター（2021.2）ロシア・ウクライナ戦争（2022.2）ガザ危機（2023.10）といった
政治的、および安全保障上の大きな紛争や危機に見舞われた。こうした動きの中で、西側先進国
による自由民主体制と中国・ロシアに主導される権威主義体制というイデオロギー対立が世界
を分断するかのような議論も展開されている。しかしながら、また日米欧の西側先進国側とも中
国やロシアとも関係を維持し、どこか一方、または一国には寄らない ASEAN 諸国の多方向外交は
むしろ国際秩序が不安定になる中でも維持されている。さらに ASEAN 諸国は意見や立場の対立
を内包しつつ、ASEAN というまとまりを維持することで自立性を確保することの重要性を一層認
識しているように見受けられる。政府アクターや非政府アクター双方の動きをそれぞれ見ても、
全体として ASEAN は単なる大国・地域大国のフォロアーではなく、地域秩序の変容の中で主体的
なアクターとしての働きかけを行う姿勢を見せていると見なすことはできると考える。 
○新型コロナウィルス感染による各国の人の移動の禁止により、一時的に地域統合やグロー

バル化とは真逆の動きが進むかに見えた。しかしそうしたなかでも ASEAN 諸国の政府および非
政府アクターの動きを見ていると、経済の再活性化に向けた地域に広がるサプライチェーンの
深化拡大への期待や関心は非常に大きかった。そしてアメリカや中国の経済安全保障を念頭に
置いた輸出管理等の政策を懸念を持って注視しつつ、自由貿易体制の維持強化についての高い
関心を見て取れる。今後の貿易や投資の動きを注視する必要はあるが、簡単にグローバル化や地
域統合が後退しているとはいえないのではないか。 
○ASEAN 諸国の国内の政治情勢の変化と地域秩序のあり方へのその影響、また米中対立の激化

による地域秩序のあり方と各国内の政治情勢が関連する部分とそうでない部分について明らか
にする道筋を一定程度つけることができた。すなわち、ASEAN 各国内部における選挙結果とも連
動した政治対立、さらにタイやカンボジア、インドネシアなどに見られる民主主義の後退、とい
った現象は、主に各国内部の固有のこれまでの国内的文脈に起因している。他方、確かに中国は、
民主主義の後退に関し、例えばデジタルを用いた強権的な統治手法、コロナ対策に名を借りた強
権体制の強化、といったことのモデルを提示しているという側面がある。また若年層を中心とし
た民主化や民主主義への強い希求心は、欧米の民主主義モデルの規範的な影響力を示している
といえるかもしれない。しかしながら、すべてを外部の大国からの働きかけで説明するのは事実
と合致しておらず、各国の内部における政治的経済的社会的経緯を踏まえ、国内政治と国際秩序
との関連を考察すべきであるという結論を改めて得た。 
 ○本研究においては、中国への渡航も当初考えていた。しかし昨今の日中関係とそれに伴う中
国滞在の日本人研究者やジャーナリスト、ビジネスパーソンの取り扱いの問題も表面化したこ
とで、本研究メンバーの中国渡航を控えざるを得ず、中国側の地域秩序認識や対東南アジア諸国
認識についての聞き取り調査を行うことができなかったことは非常に残念であった。ただ、それ
でも研究分担者による中国の秩序観についての優れた分析やその視点の提示は他のメンバーに
とって非常に有用であった。また ASEAN 諸国というミドルパワー・小国が自立性確保や経済開



発・発展の実現を強く志向し、そのために政府アクター、非政府アクターそれぞれがとる行動が、
秩序のあり方に大きく左右しているという点についてはタイやフィリピン、インドネシアなど
の事例を掘り下げることで今後いっそう明らかにしうる研究の道筋を作ることができた。 
○また、日本に関しては、2010 年代以降一貫して、ルールベースの地域秩序のプロモーター

としての役割を打ち出そうとしており、単なる受け身の外交からの脱皮を図る動きが見られた。
またそのため、西側諸国との距離をより縮めつつ、新興国や途上国との新たな協力関係構築に乗
り出そうとしているものの、後者に関しては課題が多く山積していることが明らかになった。す
なわち、台頭する中国を一層意識しそれへの対応を考える上で、アメリカとの同盟関係を一層強
化し、かつ他の西側諸国や欧州諸国との関係強化を行うという路線は 2010 年代に進められ、2020
年代に入りより状況が厳しくなる中で日本外交にとっての非常に重要な柱となっている。また
インドのパートナーとしての重要性もより一層認識されつつある。他方、パワーバランスが水平
的になり、これまでの政府開発援助等を用いたアプローチ以外での新興国や途上国との関係強
化は、少なくとも政府レベルでは非常に限られたものとなりつつある。とはいえ、日本の経済ア
クターの東南アジア、インド太平洋への展開はこれまでの製造業中心のそれとは異なる位相も
見せ始めており、今後の研究課題となろう。 
○「地域秩序」「国際秩序」において具体的にどのように中小国が存在感を示し、その影響力

を行使しているかを見る場合、広義の「国際制度」「地域制度」の構築やそこでの協力・協議に
どのように、またどの程度参画しているかという点が重要であるという視点に至った。その視点
を踏まえ、この研究の継続として、インド太平洋地域において ASEAN や APEC といった既存の組
織に加え、その他ミニラテラルな制度も含めた様々な制度が設立、展開に日本や ASEAN 諸国の政
府アクター、非政府アクターがどのように関わってきたのか、また関わりつつあるのかについて、
特に 2020 年代以降に焦点を当てた研究を進める予定である。 
○本研究によって上記のような様々な考察を得たが、それを十分に成果物として発表されて

いないことは大いに反省している。よって、新たな研究の成果とも合わせ、学会発表やジャーナ
ルへの投稿、書籍の出版等を通じての成果物の発表にも今後取り組む所存である。 
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